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仕様書 

 

１ 目的  

放射線影響研究所 RI 施設廃止に係る業務を委託する。 

 

２ 履行場所 

広島県広島市南区比治山公園 5番 2号 

  公益財団法人放射線影響研究所 

 

３ 履行期間 

 契約締結翌日から２０２４年３月２９日まで 

 

４ 支払条件 

 業務完了確認後、適法な請求書に基づく一括後払いとする。 

 

５ 委託概要 

 (1) RI 施設廃止措置業務  

ア RI施設廃止措置計画の立案 

      RI施設の現状調査を実施し、当研究所担当者及び担当課と打合せを行い、廃止措置

計画の立案と廃止措置計画書の作成を行う。 

イ 書類の作成 

   (ア) 許可使用廃止届(別記様式 32) 

   (イ) 許可届出使用者廃止措置計画届(別記様式 34) 

（ウ）廃止措置計画変更届（別記様式第 35) 必要に応じて作成 

   (エ) 許可の取り消し、仕様の廃止等に伴う措置の報告書(作業報告書も添付)(別記

様式 36) 

ウ 放射性同位元素による汚染の検査及び除染 

   (ア) 躯体（床面・壁面・天井面） 

 管理区域各室の床面、壁面及び天井面の汚染検査を行う。 

   (イ) 実験設備、機器備品 

管理区域内にある備品・物品について汚染検査を行う。この際、細管部分等の

汚染検査が困難なものは、放射性廃棄物として取り扱う。 

   (ウ) 排気設備 

   ａ 管理区域各室のフード、排気口から最終排気口までの排気ダクト、接続機器類

の汚染検査を行う。排気ダクトについては、必要に応じて、各室内排気口から

屋外最終排気口間のダクトに一部切り込みを入れて開口し、汚染検査を実施す

る。復旧については簡易とする。 
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 ｂ 排気フィルタユニットはフィルタを撤去後、ユニット内の汚染検査を行う。撤

去したフィルタは日本アイソトープ協会指定の方法により梱包を行い、放射性

廃棄物として日本アイソトープ協会へ引き渡す作業の助勢を行う。 

 (エ) 排水設備 

   ａ 管理区域内の流しから前置槽・貯留槽・希釈槽までの排水配管、接続機器類の

汚染検査を行う。排水配管については、一部フランジで外し、必要に応じて、

配管等を一部カットし、汚染検査を行う。復旧については簡易とする 

ｂ 前置槽・貯留槽・希釈槽は残水の放射能濃度を測定し、濃度限度以下であるこ

とを確認した後、一般排水を行う。その後、前置槽・貯留槽・希釈槽内部の汚

染検査を行う。 

エ 放射性廃棄物の取扱い 

     ドラム缶への収容、フィルタ梱包を行った後、表面線量率の測定を実施し、記録

票の作成を行う。また、日本アイソトープ協会に引き渡す準備を行い、引き渡す

作業の助勢を行う。 

(2) 廃止措置期間中の作業環境測定 

 廃止措置期間中、RI 規制法及び労働安全衛生法に定められた測定を月に１度実施する

ほか、全汚染除去後にも測定を実施する。 

(3) 廃止措置期間中の管理補助業務 

RI 施設における放射線管理帳票の締め作業および放射線管理記録の取りまとめを行

う。 

 

６ 汚染、除染、廃棄の方法 

 (1) 汚染検査の方法 

 β線による汚染について、直接法及び間接法により測定を行う。 

 (2) 除染方法 

 上記(1)の汚染検査により汚染が検出された場合、抜き取り、アルコール除染等による

湿式除染を行う。 なお、材質に浸透している場合は、はつり等の方法により除染する。 

除染後、再度汚染検査を実施し、汚染が検出された場合、放射性廃棄物として取り扱

う。また、除染が困難なものについても放射性廃棄物として取り扱う。 

 (3) 放射性廃棄物の譲渡または廃棄の方法 

放射性廃棄物については、廃止の日までに保管廃棄した放射性廃棄物及び廃棄措置期間

に発生した放射性廃棄物は、すべて日本アイソトープ協会指定の方法によりドラム缶

に封入または、梱包後、表面線量率の測定を実施し、日本アイソトープ協会に引き渡

す準備を行い、引き渡す作業の助勢を行う。 

 

７ 法令等の遵守について 

本作業の実施にあたっては、関係法令及び規則等を遵守するとともに、原子力規制委員

会指示、指導事項及び日本放射線安全管理学会発行の「放射線施設廃止の確認手順と放
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射能測定マニュア ル（２０２０）」に従うものとする。 

 

８ 賠償責任 

受託者が保守作業中に機器またはその他の設備を損傷した場合には、当研究所担当者に

その旨を報告するとともに、その損傷が受託者の損失による時には、受託者の責任にお

いて現状に回復するものとする。 

 

９ 放射線障害の防止に関して講じる措置 

（1）廃止措置に係る作業等の監督を行わせるため放射線作業責任者を選任する。 

（2）放射性同位元素等を取り扱う作業に従事する作業者は、放射線業務従事者又はそれと

同等の知識及び技術を有する者を充てる。 

（3）作業に従事する作業員に対して、必要に応じて保護具等の装備を実施する。 

（4）作業に従事する作業員の作業期間中の被ばく管理はガラスバッジ、ポケット線量計で

行う。 

（5）管理区域からの人の退出又は物の搬出時には汚染検査を行う。 

（6）作業終了時には整理整頓に努め、清掃、後片付けを行う。 

（7）作業期間中、災害並びに事故の防止に努め安全衛生に関する管理を徹底する。 

 

１０ その他 

 (1) 消耗品・器具類については、受託者が用意・処分する。 

 (2) 作業日程等については、事前に当研究所担当者と十分な打合せを行い、関係者との調

整を図る。 

 (3) 本業務の終了後には、提出書類を作成し、当研究所担当者に必要部数提出する。 

  ア 許可使用廃止届 (RI 規制法第 27条第 1項「別記様式第 32」)  

必要部数：正本１部、副本２部 

イ 許可届出使用者廃止措置計画届 (RI 規制法第 28条第 2項「別記様式第 34」) 

 必要部数：正本１部 

   ウ 廃止措置計画変更届（RI 規制法第 28条第 3項「別記様式第 35」)廃止措置計画を変

更する必要が生じた場合、必要に応じて作成する。 

   必要部数：正本 1部 

エ 許可の取消し、使用の廃止等に伴う措置の報告書 (RI 規制法第 28 条第 5 項「別記

様式第 36」)  

必要部数：正本１部、副本２部 

 (4) 本仕様書に定めのない事項は、別途協議の上で決定する。 

以上 

 


